






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































93年末 99年6月末 93年末 99年6月末
先進国合計 593　（89．7） 633　（59．1）先進国合計 259　（39．2） 350　（32。7）
EU 126　（19．1） 151　（！4．1）EU計 259　（39．2） 350　（32．7）
日本 ！　（0．2） 1　（0．！） 日本 8！　（12．3） 83　（7．7）
米国 293　（44．4） 336　（31．4）米国 40　（6ユ） 70　（6。5）
カナダ 78　（11．8） 77　（7．2）カナダ 18　（2．7） 20　（1．9）
オーストラリア 71　（！0．8） 47　（4．4）オーストラリア 3　（！．5） 7　（0．7）
NZ 23　（3．5） 21　（2．0）NZ 2　（0．3） 4　（0．4）
途上国合計 68　GO．3） 483　（40．9）途上国合計 401　（60．8） 721　（67．3）
メキシコ 28　（4．2） 83　（7．7）中国 70　（！0．6） 200　（18。7）
南アフリカ 7　（1．1） 83　（7．2）台湾 37　（5，6） 60　（5．6）
インド 0　（0．！） 60　（5．6）韓国 46　（7．0） 55　（5．1）
アルデンティン 2　（0．3） 42　（3．9）ブラジル 29　（4．4） 45　（4．2）
トルコ 0　（0．0） 34　（3．2）ロシア 10　（1．5） 39　（3．6）
ブラジル 28　（4．2） 35　（3．3）タイ 16　（2。4） 33　（3．1）

































































? ? ???? ??
97
?????????????????
（産業別内訳）
鉄鋼
製造業
化学
エレクトロニクス
農業
繊維
基礎商品
合計
1
?
????????????66
14
42
　8
　7
　3
　0
140
???????????
???
1！3
33
54
21
！1
　6
31
269
（資料）Froiti　http：／／www．ita．doc．gov．／impor£dmin／records／sunseも／finalsch．htm
グローバル化した世界経済における通商システムの動向と6由貿易論 29
進諸国との格差があるときには，既に触れたように，輸入国側の恣意性を高める要素にな
る問題を含んでいる．各国のAD法の運用には解決されるべき多くの問題が存在している
のが実情である．
　さらに，各国の労働基準法が異なる上に，貿易関連の労働者の賃金，労働条件などが異
なることも，ダンピング問題を複雑にしている．賃金の低いことが直ちにダンピングの理
由とはならないが，第2次大戦直後まで，日本の低賃金を日本の価格が安い（ダンピン
グ）理由とされた時代があった．途上国が経済発展を経て，生産性が先進諸国に追いつく
まで，賃金格差の乖離は当然発生する一つのプロセスだが，開発途上国をめぐる貿易と労
働の問題は，ダンピング問題としても一つの焦点になると思われる注1e）．
V。結びに代えて
　古典的な自由貿易論が完全競争を前提としているとすれば，産業間貿易の説明は可能で
も，産業内貿易の説明はできない．現実の先進国間貿易を説明するとすれば，収穫逓増の
生産技術や製品差別化の独占的競争の理論を必要とする．しかも，グローバル化の進展は
否応無しに財の貿易だけでなく，サービス，投資，情報，技術，金融，労働が恰も統合
された一国のように世界を自由に移動する．明らかに，伝統的な自由貿易論の前提とは異
なる．したがって，WTO体制の下で多様なグローバル化に対応する自由化が着実に進行
するならば，グローバルな競争を通して差別化された製品に特化する企業によって，産業
内でコンテスタブルな競争が行われる．大企業といえども，世界の潜在的な競争者の参入
を考慮しなければならず，常に新しい技術進歩のための研究開発投資を行う企業によって
競争が行われる筈である．その結果，各国の消費者が選択する財は閉鎖経済の場合より多
い選択肢を持つことができることになる．
　途上国経済も次第に農業製品と工業製品の生産比率を変えながら，グローバル化を享受
する．直接投資による技術導入が農業生産の生産性を高め，工業化への変換を容易にする
であろう．グローバルな競争に参加すること無しには，途上国の発展が早まることはない
筈である．
　短期的には，財の貿易についてすら，市場をコントロールできる国内企業は，外国から
の参入企業の市場へのアクセスを戦略的に阻止できる．まして，政府が公共政策を利用す
れば，二重に参入障壁は高くなる．しかし，いま政府が世界的な資源配分の効率性に前向
きであれば，「コンテスタブル・マーケットの理論」が示唆するように，例え各産業が寡
占産業であっても，グV一バルな競争が展開される世界市場で「コンテスタブルな市場」
が成立すれば，恰も，完全競争に近い効率的な資源配分が達成できる．したがって，現代
の世界貿易が志向する自由貿易の方向は，古典的な自由貿易ではなく，完全競争と同じ効
率的な資源配分を導くような産業構造を誘導することではあるまいか．WTOのサービス
注10）最近のアメリカのAD問題の理論的側面につては，例えば，　R．　Stiger，　and　F．　Wolak“The　Effect
　　of　Dorr｝estic　Antidumping　Law　in　the　Presence　of　Foreign　Monopoly”，　fournal　of　interna－
　　tional　Economics，（32），　1992，　；　T．　Purusa，　“Why　are　so　many　Antidurnmping　petitions
　　Withdrawn”lournαl　Of　internationα1　Economics，（33），1992，を参照．
30 新飯田　　宏
貿易を含んだ貿易，投資への多角的通商システムはそれと一致している．それは，保守主
義の貿易・産業政策では達成できない注ω．自由貿易論はこのようなグローバルなコンテ
スタブルなマーケットの理論が妥当する方向に向かっていると言えるのではあるまいか．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成12年11月4日受理）
注11）コンテスタブル・マーケットのの条件を簡単にまとめておけば，次のように言えよう．同質的な生
　　産物を生産している複数の寡占状態；参入・退出は自由；各企業の（潜在的な参入企業を含めて）
　　費用関数は同一；費用関数は規模の経済性を持つ（つまり，平均費用曲線は右下がりの部分を持
　　っ）；新規企業の参入と既存企業の退出はいつも可能であり，その費用はゼUである．
